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計数目標 （全体）未来へのとびら

● 中計最終年度は顧客向けサービス業務利益は未達も、その他の項目は全て達成を見込む。

収益性指標

資本効率指標

効率性指標

健全性指標

成長性指標

中期経営計画における計数目標

収 益 指 標

人材開発指標

項 目
21／3期
（実績）

22／3期
（計画）

22／3期
（中計最終目標）

当期純利益 122億円 110億円 100億円

ＲＯＥ（株主資本ベース） 4.56％ 3.98％ 3.7％以上

ＯＨＲ（コア業務粗利益ベース） 70.81％ 72.48％ 79％未満

自己資本比率 10.11％ 9.83％ 9.5％以上

総預金平残（譲渡性預金含む） 5兆4,053億円 5兆5,672億円 ５兆2,300億円以上

総貸出金平残 3兆8,240億円 3兆9,991億円 ３兆7,000億円以上

預貸率（平残ベース） 70.74％ 71.83% 70.8％以上

顧客向けサービス業務利益 18.3億円 29.1億円 37億円

法人ソリューション手数料 1,987百万円 2,130百万円 2,000百万円

プロフェッショナル資格保有者 282人 300人 300人
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業務計画の課題と解決策未来へのとびら

●「比較的利回りの高い円債の大量償還」が課題。解決策は地域内企業向け融資と住宅ローンの増強。

2020年度が「円債の大量償還」のピーク

21

（単位：億円）

地域内中堅中小企業向け融資
ならびに住宅ローンの貸出増強に取り組む

解決策

2021年度以降、円債の償還は緩やかになるため、
2020年度がまさに「正念場」

円債の償還額推移と平均利回り

2,670

2019年度 2020年度 2021年度

3,300

1,930

2022年度

1,560

0.60％ 0.60％
0.50％ 0.40％

地域内中堅中小企業向け融資の増強 （単位：億円）

18/3末 20/3末 21/3末

10,600
11,030

12,560

22/3末
（計画）

+1,280

住宅ローンの増強 （単位：億円）

2,170

2015年度

0.64％

1,490

2016年度

0.62％

1,600

2017年度

0.67％

2,210

2018年度

0.51％

2023年度

720

0.40％

19/3末

11,280

+430
+250

21/3末

15,190

22/3末
（計画）

+2,040

20/3末

13,150

19/3末

+1,900

18/3末

9,520

+1,730

11,250

（末残） （末残）



● コロナ禍において、地域金融機関の役割・使命を果たす活動を実践する。

新型コロナウイルス関連融資の現状と今後の見通し

●コロナ融資の償還がはじまる取引先への多面的な支援

新型コロナウイルス関連融資の取扱状況

実行件数 9,451 件 実行額 2,706 億円

２０２１年３月末累計

中堅中小企業融資残高 1兆4,447億円 の 約15%

うち、保証協会融資（実質無利子・無担保）

実行件数 7,976 件 実行額 1,341 億円

※実行ベースでの累計件数・金額（概算）

内訳 大企業向け 570億円

中堅企業向け 109億円

中小企業向け 2,026億円

 中堅中小企業向け実行額 2,135億円 は

未来へのとびら 新型コロナウイルス関連融資の状況

今後求められる支援

●事業承継や事業引継ぎ、状況によっては廃業支援

（単位：億円）

（据置期間）～3年以内 ～5年以内なし 1年以内

251
171

830

87

据置期間別の実質無利子・無担保融資実行額
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収益構造改革 貸出金収益の増強 （全体）未来へのとびら

● 中堅中小企業向け貸出、消費者ローンなどにより平残ベースで約1,700億円増強する。

２０／３期
（実績）

２１／３期
（実績）

預貸率 69.2％ 70.7％

外貨貸出 平残計画

（単位：億円）

33,442

円貨貸出 外貨貸出

1,854

1,671

35,297

39,991

38,31922/3期20/3期

消費者ローン 住宅ローン 無担保ローン等（単位：億円）

（単位：億円）

12,164

15,891

479

504
12,643

16,395

預 貸 率

円貨貸出 平残計画

地域内中堅中小企業向け融資

11,082

12,216
+1,908億円

12,025

21/3期 22/3期20/3期 21/3期
計画

14,069

483

14,552

22/3期20/3期 21/3期
計画

36,494

1,746

38,240

＋1.5P
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中計期間

500億円

積増し

総貸出金 平残計画

＜当初計画＞

抑制

+2,943億円

+943億円

計画

22/3期
中計

11,841

13,610

529

22/3期
中計

2,146

37,043

34,897

22/3期
中計

14,139

22年3月期は当初中計比▲500億円となる1,600億円程度を計画

世界的なコロナウイルス蔓延の影響で条件の良い案件が減少

当初計画していた500億円の積み増しを抑制し、円貨貸出を強化

２２／３期
（中計）

２２／３期
（計画）

70.8％ 以上 71.8％



収益構造改革 貸出金収益の増強 （中堅中小企業向け融資）未来へのとびら

● 事業性評価の高度化により本業支援を進め、コロナ禍における取引先をサポートする。

事業性評価の高度化に向けて

事業性評価融資残高

事業性評価先数

事業性評価にもとづく融資残高と事業性評価先数の推移

（単位：億円）

1,051先

1,635先

2,167先

2,408先

19/3末 20/3末17/3末 18/3末

2,389

3,068

3,721

4,557

事業性評価融資
平均利回り

1.00 ％

２１年３月期

円貨貸出金
（平均利回り）

0.82 ％

お取引先応援プロジェクト
事業性評価活動のレベル向上

本 業 支 援

企業価値向上へのソリューション提案

持続可能な
取引へ

支持獲得

取引メイン化

営業店
本部
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

外部
機関

連 携

これまでの事業性評価活動

資金支援 ・ 財務改善サポート支援

実態把握に重点

新たな目線での融資実行が可能に

24

21/3末

4,889

2,474先

事業性評価にもとづく本業支援により
コロナ禍にある取引先をサポート



未来へのとびら

● 愛知県エリアにおける住宅ローン獲得の増強。

収益構造改革 貸出金収益の増強 （住宅ローン戦略）
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住宅ローン推進施策

愛知県内を主力とした住宅ローン営業力の強化

愛知県内住宅ローンシェア （単位：％）

19/3期 20/3期18/3期

※シェアは当行住宅ローン実行件数/住宅着工件数の数値

愛知県

三重県

愛知県内
営業人員の増強

21/3期

9.2

12.7
13.5

（2017年度） （2018年度） （2019年度） （2020年度）

4期連続（2019年3月期～2020年9月期） 全国地銀１位

※ニッキンレポートより。4期連続は2019年3月末、2019年9月末、2020年3月末、2020年9月末における対前年比。

22/3期20/3期

住宅ローン単年度実行額 （単位：億円）

2,585

21/3期

1,335

年間実行額

２,０００ 億円以上

安定的に獲得

2,782

1,306

通期

（計画）

1,380

上期 上期

通期 通期

2,810

上期

住宅ローン平残推移 （単位：億円）

10,258

13,610
14,069

12,164

15,891

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期22/3期
中計計画

17.5

住宅ローン増加額・増加率



未来へのとびら

● 住宅ローンの環境分析

収益構造改革 貸出金収益の増強 （住宅ローン戦略）
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（万戸）
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17 13 14

（出典）国土交通省「住宅着工統計」、総務省「住宅・土地統計調査」

既存住宅流通数 新設住宅着工数

今後は横ばい （兆円）

8,000

10,000
三重・愛知両県の合計

8,500

9,000

9,500

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「都道府県別一般世帯総数の推移

および都道府県別総人口と指数」

2035年（15年後）の世帯数は微減

2020 2025 2035

（千人） （千世帯）

3,200

4,000

3,400

3,600

3,800

人口 世帯数

9,273 9,166

8,804

3,868 3,909
3,867

0

20

2010 2020

5

10

15

2025

25

30

（出典）住宅金融支援機構「業態別の住宅ローン

新規貸出額および貸出残高の推移」

底堅く推移

世帯数・人口推移（予測） 住宅供給推移（予測） 住宅ローン新規実行額の推移（予測）

0%

80%

2001 2006

20%

40%

60%

2019

100%

87%

（出典）国土交通省「2016年度土地問題に関する国民の意識調査」

賃貸持家

日本人の持家志向は依然8割超と高水準

2011 2016

88% 86% 84% 81%

13% 12% 14% 16% 19%

日本人の持家志向の推移（予測）

（出典）国土交通省「2019年度住宅市場行動調査」

0
土地付

注文住宅
分譲戸建

住宅

1,000

2,000

分譲
マンション

5,000

4,000

3,000

（万円）

3,361

1,254

2,830

1,021

2,702

1,755

(73%) (74%) (61%)

自己資金借入金

4,615
3,851

4,457

約7割を借入金で賄っている

住宅購入時の借入金額と割合

底堅く推移する住宅マーケット
+

住宅ローンのニーズ
+

三重県･愛知県のポテンシャル

⇒今後も伸長が期待できる分野

住宅ローンを取り巻く環境
（市場規模と顧客ニーズ）



未来へのとびら

● 住宅ローン業務の効率化を推進。住宅ローン実行額の増加率が住宅ローン部門の人員増加率を上回っている。

収益構造改革 貸出金収益の増強 （住宅ローン戦略）

27

住宅ローン業務の効率化

住宅ローン実行額と住宅ローン部門人員の増加率
（2015年対比）

効率的な住宅ローンの推進を継続

244%

129%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

2016 2017 2018 2019 2020

住宅ローン実行額

住宅ローン部門人員

事務効率化への取組み

２０１７年度～２０２０年度の成果

バックヤードコストの増加を
抑えた効率的な推進を実現！

約4万時間の事務負荷を削減

事務処理の本部集中化 12,000時間

融資条件管理のシステム化 6,000時間

融資管理の簡素化 3,000時間など

人員換算
約３０人の効果

約2.4倍

約1.3倍



収益構造改革 貸出金収益の増強 （無担保ローン戦略）未来へのとびら

● 住宅ローン顧客の資金ニーズ取り込みによる無担保ローンの推進。

無担保ローン残高推移と推進施策

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期

４年連続

東海３県地銀１位

358

無担保ローン残高

205

390

425 434

（単位：億円）

※ニッキン速報より
4年連続は2018年3月期～2021年3月期の残高実績

マイカーローン等

153

505

22/3期
（中計）

230

160

255

170

274

160

住宅ローン利用者のマイカーローン等利用率と融資残高の推移

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期

（単位：億円）

9.7％
11.1％

12.3％
14.5％

住宅ローン顧客の囲い込み

マル得プラン住宅ローン利用者専用商品

住宅ローン
事前審査

他社ローン
借換審査

① 住宅ローン申込と同時に他社借換提案

③ 住宅ローン利用者専用の優遇金利適用

② Oneライティング

証貸ローンが伸長

カードローン

28

73
97

124

153

マイカーローン等利用率

マイカーローン等融資残高



収益構造改革 役務収益の増強 （法人ソリューション手数料）未来へのとびら

● お客さまの経営課題に対するソリューションメニューを拡充・支援体制を強化し、非金利収入の増強を図る。

法人ソリューション手数料の増強 法人ソリューション手数料実績と計画

20/3期
実績

22/3期
中計

（単位：百万円）

2,000

211

157

37
101

131

464

1,103

ビジネスマッチング手数料

157

20/3期 21/3期

279

279 百万円
（単位：百万円）

ストラクチャード･ファイナンス関連手数料

(単位：百万円) 991 百万円
（2021年3月末実績）

Ｍ＆Ａ等手数料

62

（単位：百万円）

20/3期 21/3期

242
211

119
71

242 百万円

20/3期 21/3期

155

991

M＆A等手数料

ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽ関連

ビジネスマッチング

デリバティブ

私募債

ＩＴデジタル関連

その他

◇ 事業承継問題の解決、

企業の更なる成長戦略を

Ｍ＆Ａ業務にてサ ポート

◇ 建設業者との提携先拡充

による不動産ＢＭの本格

稼働、時流に沿った環境

関連ビジネスマッチング

の 新規展開

◇ お客様のニーズに沿った

融資手法の提供、

PPP/PFI事業向けファイ

ナンス等の取組

（2021年3月末実績）

（2021年3月末実績）
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21/3期

464

190

318

121

22/3期
（計画）

22/3期
（計画）

22/3期
（計画） 実績

1,987

242

279

166

49

991

252

通期

上期

通期

上期

310

通期

上期

180

360

680

365
6



● 地域社会の持続的発展に向けた取組みとして事業承継の支援体制を強化し、収益拡大につなげる。

未来へのとびら 収益構造改革 役務収益の増強 （法人ソリューション手数料）

事業承継・Ｍ＆Ａ相談件数

事業承継コンサルティング件数

(単位：件)

20/3期 21/3期19/3期

※提携先を含む

７

１８

３３

(単位：件)

20/3期 21/3期19/3期

１５ １４

Ｍ＆Ａ支援先数

(単位：先)

M&A相談

19/3期 20/3期

425

427

607

310

917件
852件

事業承継相談

21/3期

590

6１0

１５

1,200 件

事業承継に関する支援状況

 ニーズの高まりから、投資は順調に進んでおり、設立から1年
足らずで投資実行額は投資可能枠の50％を超過

 更なるニーズの増加を見据え、2号ファンドの設立を検討

「百五みらい投資」による支援拡大

事業承継ファンド活用による事業領域の拡大

事業承継ファンド（AIDMA1号・総額30億円）の運営状況

設立
（20/1）

９２ 件

相談受付件数

21/3期

投資実績 3 件
（うち東海地区企業２件）

社会性、成長性、収益性などを重要指標とし、
３社の企業を選定

投資実行済分
※全体数＝投資可能枠

30

 2019年10月の規制緩和後、地銀としては全国初となる投資専門
子会社を活用した経営権の取得および直接的な経営支援を実現し、
新たな事業承継支援体制を構築

×



未来へのとびら

● 医療・福祉分野での支援体制を強化し、着実に関連案件を獲得。社会インフラである地域医療機関を支える。

医療・福祉分野の支援実績 当行の医療・福祉分野への支援体制

1,487 先

医療・福祉向け貸出金残高

1,406 億円
（2021年3月末実績）

◇ 新規開業医への診療所

開設支援

介護・福祉・保育分野への

支援拡大

◇ コロナ対応資金、病院

建替え資金等への取組強化

（2021年3月末実績）

1,196
1,216

1,239

1,406

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期

1,363

1,402 1,409

1,487

18/3期 19/3期 20/3期 21/3期

医療・福祉向け貸出金事業所先数

収益構造改革 役務収益の増強 （法人ソリューション手数料）

(単位：億円)

(単位：先)

8年連続

東海３県地銀１位

※決算短信において残高を公表している地銀
における順位。8年連続は2014年3月期～
2021年3月期の残高実績
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 6人の専門担当者によるサポート体制
 専門チーム立ち上げ後、40年に渡るノウハウの蓄積
 専門性を理解したコンサルティング提案の実施

（出資持分対策、認定医療法人制度の活用など）



未来へのとびら

● コンサルティング機能発揮の取組み事例 ～ ストラクチャードファイナンスの推進 ～

ＰＰＰ／ＰＦＩ向けプロジェクトファイナンスの推進

ＰＰＰ／ＰＦＩ 向け

プロジェクトファイナンス 初参画

2002年4月 桑名市図書館等複合施設事業

ＰＦＩ融資引受額累計 （単位：億円）

全国の ＰＰＰ／ＰＦＩ 事業に参画

所在地 件数 累計取組件数

愛 知 １8件

東 京 ０８件

大 阪 ０6件

三 重 ０５件

神奈川 ０４件

静岡 ほか １1件

52 件

ｱﾚﾝｼﾞｬｰ案件

25件

約340億円

うち

収益構造改革 役務収益の増強 （法人ソリューション手数料）
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737億円

19/3 20/315/314/3 16/3 17/3 18/3

413
431

480

526

550
561

581

21/3

737

東北から九州まで全国区での引き合い

地銀トップクラス
の実績

※ 直近のPPP/PFI取組事例

滋賀県新県立体育館整備事業

名古屋大学（東山）地域連携グローバル人材育成拠点施設整備等事業



収益構造改革 役務収益の増強 （預り資産関連手数料）未来へのとびら

● お客さま本位のニーズに応じた預り資産提案で、預り資産浸透率を高め、関連手数料の増強を図る。

預り資産浸透率を意識した預り資産販売戦略

預り資産関連手数料（銀行）

20/3期
（実績）

21/3期
（実績）

22/3期
（計画）

22/3期
（中計）

投資信託 892 1,134 1,241 1,176

保 険 990 761 892 1,396

金融商品仲介 172 387 344 225

確定拠出年金 95 106 120 100

合 計 2,150 2,389 2,597 2,897

（単位：百万円）

預り資産浸透率（％）

預り資産残高

総預金残高＋預り資産残高

＝

百五証券と合算し
預金と預り資産を

一体で管理

預り資産浸透率
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過去最高を更新

百五証券設立後

（単位：億円）

総預金残高 （年度末） ※譲渡性預金除く
預り資産残高（年度末） ※銀証合算

19/3期 21/3期 22/3期
（計画）

22/3期
（中計）

預り資産浸透率（銀証合算）の推移と計画

48,829

4.41％

5.27％
4.73％

4.45％
2,693

2,834

53,879
54,300

50,988

預り資産浸透率

2,255

2,507

20/3期

49,508

3.96％

2,040

預り資産関連収益（銀行＋百五証券）

（単位：百万円）

19/3期 20/3期 21/3期

3,062

3,364

4,218



組織・人材改革 店舗戦略未来へのとびら

● 店舗ネットワークと顧客利便性を維持しながら、非効率な営業エリアの重複解消による効率化を加速。

店舗内店舗方式による機能集約

Ｂ 支店

統 合

３パターンで実施

計 画 ３年間で 店舗 ＋ さらに今中計で 12 店舗16

2019年度 2020年度 2021年度

５店舗 ５店舗 ６店舗

１４店舗

次期中計

人

当初
計画

現在
計画

２店舗
実施済

①

③

②

Ａ 支店
Ｂ 支店

プラザ
出張所

Ｂ支店の跡に
出張所新設

Ａ 支店
Ｂ 支店

Ａ 支店
Ｂ 支店

ATMを設置

※うち２店舗はプラザ出張所として拠点を維持

人

Ａ 支店

拠点数の推移

人

捻出人員を戦略分野に重点配置し収益強化へ

拠点数削減による効率化を着実に進める

15年/3末

132拠点

（614）

95/3末 20/3末

146拠点

（541）

ピーク

拠点集約

21/3末

112拠点

（547）

22/3末
（予定）

124拠点

（567）

（ ）･･･ATM台数

34

１２店舗
実施済

次期中計
（予定）

※

133拠点

（615）

10店舗以上

（予定）



＜環境の変化＞

消費者が金融機関を選ぶ理由
■インターネットによるサービス・取引の充実

5.8％（2007年）⇒ 17.3％（2020年）
■近所に店舗やＡＴＭがあるから（単身世帯）

73.8％（2007年）⇒ 55.1％（2020年）

取引金融機関は、店舗・ＡＴＭ網ではなく、ネットや
モバイルサービスで選ばれる時代へ

（出所）金融広報中央委員会「家計の金融行動」より

スマホバンキング
（通帳レス口座）
30万口座（※）へ

ＩＴ・デジタル改革 モバイル戦略未来へのとびら

● スマホバンキングで進むデジタルトランスフォーメーション。「店舗」から「スマホバンキング」へ。

スマホバンキングが起点となる「新しい銀行のカタチ」

リテール取引はスマホバンキングが中心に

店 舗

通帳機能

取引機能

手続き機能

お知らせ機能

機能の充実（フェーズ１～３）⇒ 利用の定着・活性化

通帳レス口座 約6万口座

利用世代20代～50代で91％

月に1回以上利用 75％

月間振込件数 1万件

機能の強化・利用者の増加

リ
テ
ー
ル
顧
客

サービス拡充
セキュリティ

向上

ブラッシュ
アップ

利用促進施策

デジタルバンク

取引・手続・案内

（※）リテールメイン口座の50％

相談

サポート

リテール層の取引や手続は「店舗」から「スマホバンキング」へ移行
「店舗」は適正な再配置によって「相談できる窓口」へ

再配置
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利用頻度減少 利用頻度増加



ＩＴ・デジタル改革 モバイル戦略未来へのとびら

● スマホバンキングアプリは独自開発モデル

ネット（スマホ）専業銀行に対抗できるサービスを目指して

独自開発によるオリジナル機能とねらい

入出金や口座引落予定を
プッシュ通知でお知らせ

取引明細は、登録日から

過去10年に遡って確認
が可能

スマホでキャッシュカードのオンオフ

カードロック

プッシュ通知

過去10年の取引明細

特徴的な機能

オープンAPI対応による
アプリの他行展開

クラウドの活用
内製化への取組

アイデアや顧客ニーズを
サービスに反映

環境変化や顧客ニーズに
スピードをもって対応

アジャイル開発

アプリ独自開発のねらい

自由度の高いサービスの提供

開発スピード

低コスト

ビジネス
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ＩＴ・デジタル改革 ＤＸ戦略未来へのとびら

● デジタルトランスフォーメーション（DX）への取組

行内DX・地域DXの実現に向けて

行内DXから地域DX支援まで幅広いデジタルへの取組

コロナ感染症拡大によって、手続きの非対面化ニーズが拡大
顧客・当行双方にメリットがある取組（2021年9月頃実施予定）

電子契約

非対面 印紙代不要 営業効率化

住宅ローン 当座貸越 事業性証書貸付

契約種類は徐々に拡大（変更契約等）
⇒ 当座貸越の電子契約化による渉外活動の効率化
⇒ スマホバンキングと連動したローン一部繰上返済の

完全非対面化

■当初対象科目（予定）

契約の電子化による業務効率化

スマホ可

地

域

企

業

当

行

百五コンピュータソフト

百五総合研究所

百五カード

提携企業（ITベンダー）

自治体（三重県）

連携

DX支援

相談

BM提携企業
協力

三重県地域活性化キャッシュレスモデル実証事業の実施

＜期間＞ 2021年1月15日～3月15日

＜目的＞ 効率化・生産性向上およびデータ利活用の検証

地域DX支援に向けた取組行内DXへの取組

業務の効率化・渉外活動の効率化・非対面チャネルの拡大

活用使途の拡大
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